
財務比率の経年推移（2005～2014年度）
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※　(3) 貸借対照表の「(a)～(k)」及び、(2) 消費収支の状況の「(ｱ)～(ｾ)」により計算。小数点第１位（小数点第２位を四捨五入）まで記入。
※　教育研究経費構成比率の算定式については、従前の「教育研究経費／帰属収入」から「教育研究経費／消費支出」に変更しましたので、ご留意願います。
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29.2% 31.2%

60.6% 58.4%

教育研究経費構成比率
※ 19.2% 17.0% 21.4% 25.3% 26.8% 25.5%
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消費収支差額構成比率 -13.2% -13.6% -18.8%
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【学校法人会計と企業会計の違い】 

 企業の目的が利益の追求に対し、学校法人の事業は基本的に非営利事

業であり、教育研究活動を目的としている。 

よって、計算書類は企業会計が経営成績を知り、事業活動の成果と財政状

態を開示することであり、学校法人会計は財務状況を正確に把握し収支バ

ランスを意識した経営を行うため、安定的、継続的に教育研究活動が行わ

れているか否かを知ることである。 

 企業会計は、「損益計算書」「貸借対照表」「キャッシュフロー計算書」の計

算書類の作成が必要とされ、学校法人会計基準では、「資金収支計算書」

「消費収支計算書」「貸借対照表」の計算書類を作成することが義務づけら

れている。 
 


